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ご説明内容

Ⅰ．地震想定のＢＣＰ
１．策定の経緯

２．ＢＣＰ策定方法

３．広報活動

Ⅱ．新型インフルエンザ想定のＢＣＰ
１．策定の経緯

２．ＮＥＣグループの新型インフルエンザＢＣＰ

３．懸念される第３のシナリオ

Ⅲ．今後の活動
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Ⅰ．地震想定のＢＣＰ
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１．策定の経緯

④各事業別事業継続計画
［2007年度～］

③事業場別災害対策計画
［2006年度］

建物・用力・ＩＴ・通信復旧、二次災害防止

安否確認・負傷者救助・帰宅困難者対応

事業継続計画書（ＢＣＰ）

リスク対策、訓練、監査、改善

ビジネス影響度分析（ＢＩＡ）

①想定される社会インフラの被災想定
交通機関ストップ ライフライン崩壊 通信崩壊

②全社共通経営基盤維持計画 ［2005-6年度］

社屋、施設、用力倒壊リスク要員参集リスク

物流網遮断リスク 什器備品倒壊リスク

基幹システム
ＩＴインフラ

決済資金ショート

地震に強い事業場づくり 中央事業継続計画書

地域社会との連携、相互扶助

［①⇒②⇒③はスタッフで］［④は事業部門で］



© NEC Corporation 2009Ｐage 5

米国通信機メーカ購買部門から取引認定のための質問

注：回答は５段階の自己評価、上記は最高レベル、中位は更新時期が含まれない

1. 事業所ごとの「リスクアセスメント」を毎年行っているか？

2. 「ビジネス影響度分析」を毎年行っているか？

3. 事業を崩壊させるような危機の可能性を常に監視しているか？

4. 「ＢＣＰ」を作成し、毎年更新しているか？

5. ９０日以内に更新した重要連絡先リストを用意しているか？

6. ９０日以内に更新した代替拠点への業務移転計画があるか？

7. 毎年、ＢＣＰの訓練を実施しているか？

8. 顧客及び自社の重要システムに関するＩＴの災害復旧計画を
作成し、毎年更新しているか？

9. 毎年、ＩＴの災害復旧計画の訓練を実施しているか？

10. 毎年、サプライヤーからのＢＣＰを入手し、支援しているか？

参考
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２年間でＮＥＣグループ全体に展開

モデル
事業

展開フェーズ

⇒「ＮＥＣ版ＢＣＰ策定ガイドライン」完成

モデル事業での試行

パイロットフェーズ

策定スキル継承

ＢＵ内ＢＣＰ推進者

リスク・コンプライアンス統括部
（コンサルティング事業部）

策定スキル継承対象事業のＢＣＰ作成担当者

対象事業のＢＣＰ作成担当者

○○事業部

２００７年度末 約７０ＢＣＰ

＜策定スキル継承＞
①ノウハウの習得
週１回のＷＳ/約４ケ月で
ＢＩＡ/ＢＣＰを作成。

②次のインストラクター
経験者が、別の事業の
策定指導を行う。

○○事業部／関係会社

２００８年度末 約４００ＢＣＰ
策定関係者 約１７００人

ＷＳ：ワークセッション

パイロット事業

２００７年度上期 １２ＢＣＰ
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ＮＥＣの事業領域と主な商品・サービス

ＰＣ・携帯電話から、通信・金融等コンピュータシステム構築、ＳＬ、ＳＷ開発など多岐に亘る。

参考

IT/ネットワークソリューション事業

ITサービス / SI

モバイルターミナル

半導体 電子部品その他

モバイル/
パーソナルソリューション事業

社会インフラ

エレクトロンデバイス事業

パーソナルソリューション

ネットワークシステム

©JAXA

ITプラットフォーム
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ＢＩＡ・ＢＣＰの適用範囲（策定の単位）

○○事業部 ○○会社

■ＢＩＡ（ビジネス影響度分析）
原則としてバリューチェーン全体

■ＢＣＰ（事業継続計画書）
ＢＩＡの適用範囲内で指揮統制が可能な範囲（単位）

営業
企画

開発
設計 製造

品質
保証

出荷

ＢＩＡはバリューチェーン全体で

ＢＣＰは組織単位 ＢＣＰは組織単位

製造事業の場合の例

参考

ソリューション事業の場合の例

事業部＝ＢＩＡ・ＢＣＰの単位

○○事業部

（○○業種・顧客対応） （○○地域・顧客対応）

○○事業部（拠点別）

（○○地域・顧客対応）

○○事業部（拠点別）○○事業部

（○○業種・顧客対応）
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２．ＮＥＣグループのＢＣＰ策定方法

（１） 策定の基本的な考え方

（２） ツール

- 策定ガイドライン

- ホームページ活用

（３） ＢＣＭＳ維持・管理

４００を超える多種・多様なＢＣＰを、短期間で策定していくために、以下を工夫した
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（１） 策定の基本的な考え方 【①基本方針】

１．従業員等の生命・安全の確保

２．ＮＥＣとして求められる社会的責務の遂行
・通信、公共インフラ、交通、防衛、金融等の基幹システムの維持・復興

３．事業停止から生じる経営ダメージのミニマム化

（注）従業員等とは、社員だけでなく事業場内で共に働く派遣・請負社員も含む

◆ＮＥＣ全社の基本方針（2006.2.23承認）

○○事業のＢＣＰ基本方針（例） ・・・・全社基本方針に合わせて表現

１．従業員等の生命・安全の確保

２．○○事業本部として求められる社会的責務の遂行

○○様向け通信システムの維持、早期復旧

○○様向け金融システムの維持、早期復旧

３．事業停止から生じる経営ダメージのミニマム化

○○システム（製品名）の生産の維持、早期操業再開

◆各事業のＢＣＰにおける基本方針

優先順位
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（１） 策定の基本的な考え方 【②想定するリスク】

◆「震度６強の地震」とする
［理由］

１．日本では「大地震」は、すべての地域で共通の脅威である。

２．「震度６強の地震」を想定すると、停電や交通網崩壊による要員参集問題など被災想
定シナリオは多岐におよび、幅広い想定シナリオで対策を検討することになり、応用
が利きやすい。

• 製造ラインが５日間停止したら・・・

• 従業員が出勤丌能になったら・・・

• ３日間停電したら・・・

• ３日間通信が丌通になったら・・・

［補足］
①内閣府「事業継続ガイドライン」の推奨による。
②まずは「震度６強の地震」を想定したうえでＢＣＰを策定するが、次のフェー
ズでその他の脅威（ex.新型インフルエンザ、水害等）の被災想定シナリオ
に基づくＢＣＰも作成していく。



© NEC Corporation 2009Ｐage 12

（１） 策定の基本的な考え方 【③ＢＣＰ策定の考え方】

以下を参考にして「ＮＥＣグループ ＢＣＰ策定の考え方」を整理

■内閣府「事業継続ガイドライン」
■事業継続推進機構（ＢＣＡＯ）「標準テキスト」
■英国規格ＢＳ２５９９９
■米国サンガード社のノウハウ
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ＢＣＰとは、ＲＴとＲＴＯのギャップを埋めるための計画

現状の復旧曲線

目標復旧曲線

目標復旧時間
ＲＴＯ

目標復旧時間 RTO:Recovery Time Objective
現状の予想復旧時間 RT:Recovery Time

操
業
度

時間

100%
発災

目標復旧
レベル
ＲＬＯ

現状の予想復旧時間
ＲＴ
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ＲＴとＲＴＯのギャップを埋めるための検討方法

ボトルネック
資源

被害あり

被害なし

代替策
なし

代替策
あり

修理、再調達
にかかる

時間と費用は？

どんな代替策？
手配／切替
にかかる

時間と費用は？

■脆弱性課題の整理

＊ボトルネック資源とは、脆弱性のある次の事業リソース

人、製造設備、重要供給会社、重要ＩＴ機器、重要データ、その他
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（２） ツール 【ＮＥＣ版ＢＣＰ策定ガイドライン】

• ＢＣＰ策定の必要性・基本的な考え方
• 想定する災害／被災状況／復旧見込み
• ＮＥＣの中央／事業場別災害対策（スタフの計画）

• プロジェクト立ち上げ

– ＢＣＰ策定方法、推進体制、対象事業の選定方法と要員アサイン

• ビジネス影響度分析（ＢＩＡ）

– 検討のポイント、策定プロセス、アンケート、各種手順と記述例

• ＢＣＰ策定

– 検討のポイント、策定プロセス、各種手順と記述例

• ウォークスルー（机上訓練）

– 実施のポイント、実施プロセス、各種手順と記述例

• 資料集（テンプレート部品）

– 業務フローフォーマット、各種業務復旧プロセスのサンプル（１２種類）

第一部（基礎知識編）

第二部（ＢＣＰ策定ノウハウ編）
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（２） ツール 【ホームページの活用】

リスク・コンプライアンス
統拢部

ＢＣＰ作成関係者
（推進者、作成担当者）

・作成ノウハウ

・標準テンプレート

・共通のルール

・各種会議資料 等

情報活用
ＢＣＰ作成

ＢＣＰ関係
情報提供

情報共有／ドキュメント管理

ＢＣＰ関係者専用のＨＰ

完成した
ＢＣＰの
アップ
ロード

完成した
ＢＣＰの
全体管理
［ＢＣＭＳ］
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ＨＰ掲載例：ＢＩＡドキュメントサンプルご参考

0

×××××事業
ＢＩＡ報告書

（第Ｘ版）

×××××株式会社
×××××事業部

ＢＩＡＸＸＸＸＸ－ＸＸＸ－Ｘ

【開示範囲】（××限り）
【用済後廃棄】

秘密

配付先：×××××事業継続対策本部メンバー

ＢＣＰ関係資料

200X年XX月XX日

Copyright© 2007 NEC Consulting Business Division 1

ＢＩＡ報告目次
◆１．基本方針
» １－１．ＢＣＰ策定の基本方針 … Ｐ３

◆２．ＢＣＰプロジェクトの実施状況
» ２－１．プロジェクトの推進体制と基本情報 … Ｐ５
» ２－２．ＢＩＡの位置づけと実施内容 … Ｐ６
» ２－３．これまでの検討経緯 … Ｐ７

◆３．ＢＩＡ実施にあたっての前提条件
» ３－１．想定するリスクファクター … Ｐ９
» ３－２．前提とする想定地震 … Ｐ１０
» 【参考】社会インフラの被災想定、復旧見込み … Ｐ１１
» 【参考】事業場内の被災想定、復旧見込み … Ｐ１２

◆４．事業影響度分析
» ４－１．業務フローとアンケート実施単位 … Ｐ１５
» 【参考】アンケート依頼先一覧 … Ｐ１６
» ４－２．想定リスクパターンごとの影響度 … Ｐ１７
» 【参考】事業継続上重要な部材供給メーカ・製造委託会社 … Ｐ１９
» ４－３．想定リスクパターン外での影響度 … Ｐ２０
» ４－４．復旧優先業務のＲＴＯ、ＲＬＯ … Ｐ２１

◆５．分析結果
» ５－１．ボトルネック資源リスト … Ｐ２３
» ５－２．ギャップ分析 … Ｐ２４
» ５－３．ギャップ分析以外からの課題 … Ｐ２７

◆６．事業継続戦略の決定
» ６－１．脆弱性課題と対応の方向性 … Ｐ２９
» ６－２．ＢＣＭ体制（案） … Ｐ３１
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ビジネス
影響度分析

（ＢＩＡ）

ビジネス
影響度分析

（ＢＩＡ）

リスク対策
の実施

リスク対策
の実施事業継続計画

（ＢＣＰ）策定
・業務復旧計画
・リスク対策

事業継続計画
（ＢＣＰ）策定
・業務復旧計画
・リスク対策

計画の
更新
及び

対策の
見直し

計画の
更新
及び

対策の
見直し

対象事業
の選定

推進体制
の構築

対象事業
の選定

推進体制
の構築

基
本
方
針

基
本
方
針 訓練

の実施
訓練

の実施

事
業
継
続
戦
略

事
業
継
続
戦
略

予算編成時に予算化

ビジネス影響度分析（ＢＩＡ）ビジネス影響度分析（ＢＩＡ）

現状把握
（ﾘｿｰｽ分析）

・対象事業概要
・業務プロセス

の可視化
（業務ﾌﾛｰ図）

現状把握現状把握
（ﾘｿｰｽ分析）

・対象事業概要
・業務プロセス

の可視化
（業務ﾌﾛｰ図）

拠
点
別
リ
ス
ク

ア
セ
ス
メ
ン
ト

拠
点
別
リ
ス
ク

拠
点
別
リ
ス
ク

ア
セ
ス
メ
ン
ト

ア
セ
ス
メ
ン
ト

業務別分析 ＊アンケートにより情報収集業務別分析業務別分析 ＊アンケートにより情報収集
ＢＩＡ報告書
まとめと承認

脆弱性課題
とﾘｽｸ対策
の分類

ＢＩＡ報告書ＢＩＡ報告書
まとめと承認まとめと承認

脆弱性課題
とﾘｽｸ対策
の分類

優先して復旧すべき
業務の特定
①影響度の評価
②目標復旧時間
（ＲＴＯ）の決定

脆弱性課題の抽出
①ボトルネック資源の

特定と代替策の検討
②現状復旧時間と

ＲＴＯのｷﾞｬｯﾌﾟ分析

被
災
想
定
シ
ナ
リ
オ

２－２．ＢＩＡの位置づけと実施内容

戦略戦略

Copyright© 2007 NEC Consulting Business Division 10

◆リスクパターンとしては、個々の主要拠点が罹災する２パターンを想定する。
» リスクパターン１：東京湾北部地震（玉川、田町被災）

» リスクパターン２：東海地震（静岡被災）

３－２．前提とする想定地震

○○△○○○○△○×田町

その他の発生確
率の高い地震

○○△○○○○△○×玉川

△×○○○○○○○○静岡

高高中中中中中高高高発生確率

「首都直下地震対策専門調査会」想定

東
南
海
・南
海
地

震東
海
地
震

三
浦
断
層
群
地
震

神
縄
・国
府
津
‐

松
田
断
層
帯
地
震

伊
勢
原
断
層
帯
地

震立
川
断
層
帯
地
震

関
東
平
野
北
西
縁

断
層
帯
地
震

多
摩
地
震

茨
城
県
南
部
地
震

東
京
湾
北
部
地
震

地区

震度6強以上 ：×

震度6弱 ：△

震度5強以下 ：○
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【参考】事業場内の被災想定、復旧見込み
2006.2.23 ＮＥＣ ＢＵ戦略会議資料より
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業
務
プ
ロ
セ
ス

シ
ス
テ
ム
・設
備

営業
活動

受注

BEAT/TRACE

概要
設計

詳細
設計

生産
計画

商品
企画

部品
発注

部品
製作

部品
物流

商品
物流

検収
請求
入金 定期

保守

修理
交換

保守
契約

BOSS

生産設備 検査設備

NAVi

設計DB

xxx

製造 検査 出荷
据付
現調

Pegasus BEAT/TRACE

生産管理システム

●●事
システム

NEC全社
システム

NECﾛｼﾞ
システム

見積～受注 発注、設計 出荷製造 修理保守物流
現地
調整

検収
入金

４－１．業務フローとアンケート実施単位

業務を以下の9つの単位に分け、アンケートを実施した。

ＩＴ9

１ 2 3 5 6 74 8
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５－２．ギャップ分析

－

1ヶ月

1ヶ月

1ヶ月

－

②①

検査設備が必要。現状では耐震対策が取られておらず、
損壊した場合、修理には最低でも1ヶ月は要する。

－

1ヶ月

－

－

3日

現状ＲＴ

3日

3日

3日

24H

ＲＴＯ

販売システム、販売データの復旧が必要不可欠ならば、
24Hでの復旧は難しいと考えられる。

お客様
問い合わせ対応

製造設備が必要。現状では耐震対策が取られておらず、
損壊した場合、修理には最低でも1ヶ月は要する。

（ｘｘｘ工程は他工場での代替可能性もあるが、他工程は
不明。）

製造

キーパーソンが不可欠。キーパーソンが業務遂行不可能
な場合、業務の継続は不可能。

顧客技術
サポート

製品の良否を判定できる特定の要員が業務遂行不可能な
場合、業務の継続は不可能。

検査

ギャップの根拠

①東京湾北部地震
②東海地震
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６－１．脆弱性課題と対応方向性

資材部門と協働残課題Ａ社の被災時には、調査隊を派遣し、立て
直しに協力する。

部材△△の供給が停止することにより、製造がストップ
する。供給メーカはＡ社のみであり、代替供給会社は無
い。 事業部で対応すぐ実行製品●●用の部材◆◆が代用可能なので、

◆◆の在庫・供給状況を確認し、一部を製
品××用に充当するよう調整する。

部材◇◇の供給が停止することにより、製品××の製
造がストップする。供給メーカはＣ社のみであり、代替供
給会社は無い。

事業部で対応業務復旧計画で
対応

玉川での代替は、搬送できる可能性がある
ユニットレベルに留め、静岡への応援要員
派遣などの必要性も同時に検討する。

静岡被災時に製造・出荷を玉川で代替するには、交通
インフラに被害が尐ないことが必要。

事業部で対応残課題可能な限りの事前の耐震対策を実施する。開発業務の継続には実験設備が不可欠。設備が損壊
した場合、通常は、短時間での復旧は不可能。

事業部で対応残課題必要不可欠の設備については、事業部で
予備を所持することとする。

事業部の要員で「修理・保守」を代替する場合、同部門
にしか存在しない修理用設備が存在する。

事業部で対応（Ｅ
社へ依頼）

すぐ実行Ｅ社に対して、仕掛品の保全対策を、でき
る限り行うよう依頼する。

仕掛品、部品等が損壊した場合、後戻り作業が発生し、
多大な影響を与える。出荷間近であればあるほど影響
が大きい。

事業部で対応

コーポレートスタ
フへ要望

ＢＵと相談

事業部で対応

対応部門

業務復旧計画で
対応

公共性の高い顧客への修理の場合、特別
な措置が使用できる可能性がある。顧客を
交えて検討する。

修理保守に関して、交通網が遮断し、客先に移動するこ
とはできない可能性がある。

残課題ＭＣＡ無線などＥ社との非常用通信手段の
確保を検討する。

玉川被災時に、技術部門によるＥ社への各種サポート
の継続が必要だが、通信インフラが不通であるリスクが
存在する。社会インフラの復旧を制御することは事実上
不可能。

業務復旧計画で
対応

ＲＴＯ以外の軸（顧客軸など）での復旧優先
度の検討を行う。

技術部門の要員（キーパーソン）が必要不可欠な業務
が多く、一業務（修理・保守）にリソースを集中すると、他
の業務の立ち上げが遅れる可能性がある。

残課題

対応方向性

ＤＣ移設など減災対策は今後の検討課題代替機の用意がないため、万が一サーバー調達から必
要となる事態となった場合に復旧には最低でも1ヶ月は
要すると推測される。

リスク対応策脆弱性課題
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４－２．想定リスクパターンごとの影響度

製造工程までは1週間以内、検査工程以降は３日以内に復旧させることができれば、顧客への納入について、大きな遅延とは
ならない。修理・保守については、○○事業は社会的責任があるため早急な復旧が必要。

玉川の機能・玉川設置の情報システムが静岡の業務のサポートをしているケースが多く、影響は多岐にわたる。

①東京湾北部地震

拠
点

業
務
プ
ロ
セ
ス

シ
ス
テ
ム

営業
活動

受注

田町田町

BEAT/TRACE

概要
設計

詳細
設計

玉川玉川

生産
計画

商品
企画

部品
発注

静岡静岡

部品
製作

東京東京

部品
物流

静岡静岡

東京東京

商品
物流

顧客顧客

検収
請求
入金 定期

保守

修理
交換

保守

BOSS

生産設備 検査設備

NAVi

製造 検査 出荷
据付
現調

BEAT/TRACE

×
× × ×

静岡静岡

田町田町×

設計DB

生産管理システム

外
部

受入
検査

Pegasus

製造委託会社

xxx

部材供給
メーカ

情シスダウン、
要員の参集丌可により
見積りができず、

受注活動が停止する。

顧客のメーカー選定
に影響を不えないよう、
販売は1週間以内の
立ち上げが必要

見積もり、発注、
生産計画立案に使用

開発、生産計画、発注が
要員参集丌可によりＳＴＯＰ
1週間以内での復旧が必要

xxxは玉川に存在。
停止時は、Ａ社で生産計画が

確認できなくなる。

千葉県浦安市にあるＡ社
からの部材△△供給が停止すると、
在庫（3日分）がきれ、4日目から

製造がストップする

製造には技術部門の
サポートが必要なこともある。

検査には技術部門の
サポートが必要なこともある。

保守には技術部門の
サポートが必要なこともある。

現地調整には技術部門の
サポートが必要なこともある。

検収・入金は
顧客の復旧程度にも関連する。
現実的な復旧目標は1週間。

ＢＡＩサンプル
より一部抜粋

ＢＡＩサンプル
より一部抜粋

ＢＡＩサンプル
より一部抜粋
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ＨＰ掲載例：ＢＣＰドキュメントサンプルご参考

パターン ＢＣＰサンプル

Ａ ⇒ 「ＢＵ企画本部用」

Ｂ ⇒ 「対象事業用 （４種類）」

①製造事業部版
②製造工場版
③ＳＩｿﾘｭｰｼｮﾝ版
④ソフトウェア開発版

Ｃ ⇒ 「ＢＵ主管関係会社用」

Ｄ ⇒ 「スタフ主管関係会社用」
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（３） ＢＣＭＳ維持・管理

計画の更新及び対策の見直し
予算編成時に予算化

対象事業の選定
推進体制の構築

基本方針設定

ビジネス影響度分析
（ＢＩＡ；Business Impact Analysis ）

＜ＢＩＡ報告書＞

事業継続戦略検討

事業継続計画の策定
＜事業継続計画書＞

訓練の実施

①適用範囲、方針決定

②教育（全てのＢＣＰ関係者が対象）

③文書・記録管理

④ＢＩＡ、リスクアセスメント、戦略決定

⑤ＢＣＰ

⑥訓練

⑦部門レビュー

⑧内部監査

⑨ＢＣＰ発動後のレビュー

⑩マネジメントレビュー

⑪予防処置／是正処置

リスク対策
の実施

＜ＢＣＭＳ＞
＜ＢＣＭＳとしての管理項目＞

①

④

④

①⑤

②⑥

⑦⑧

⑨

⑪

②
③
⑩

「ＮＥＣ ＢＣＭＳ運用マニュアル」を
作成し、これに基づき運用している

部門レビュー／内部監査
（ＢＣＰ発動後のレビュー）

計画の更新及び対策の見直し
予算編成時に予算化

対象事業の選定
推進体制の構築

基本方針設定

ビジネス影響度分析
（ＢＩＡ；Business Impact Analysis ）

＜ＢＩＡ報告書＞

事業継続戦略検討

事業継続計画の策定
＜事業継続計画書＞

訓練の実施

①適用範囲、方針決定

②教育（全てのＢＣＰ関係者が対象）

③文書・記録管理

④ＢＩＡ、リスクアセスメント、戦略決定

⑤ＢＣＰ

⑥訓練

⑦部門レビュー

⑧内部監査

⑨ＢＣＰ発動後のレビュー

⑩マネジメントレビュー

⑪予防処置／是正処置

リスク対策
の実施

＜ＢＣＭＳ＞
＜ＢＣＭＳとしての管理項目＞

①

④

④

①⑤

②⑥

⑦⑧

⑨

⑪

②
③
⑩

「ＮＥＣ ＢＣＭＳ運用マニュアル」を
作成し、これに基づき運用している

部門レビュー／内部監査
（ＢＣＰ発動後のレビュー）
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ＮＥＣグループ合同のＢＣＰ訓練ご参考

実施日 訓練概要 参加対策本部（ＢＣＰ）

０
８

年

度

５月２１日

ＡＭ

■午前中にスタフの防災訓練と事業部門
のＢＣＰ訓練を合同で実施

・震度６弱の首都直下地震を想定

・スタッフ 6対策本部 150名
・事業部門 44対策本部 702名

（すべて初回:07年度策定）

計852名

９月１日

ＰＭ

□事業部門のＢＣＰ訓練を午後に実施
・震度６強の地震を想定
・発生地は各ＢＵ・会社で設定
（防災訓練は午前中に実施）

・事業部門 35対策本部 724名

（２回目中心：07年度策定）

１月１６日

ＰＭ

□事業部門のＢＣＰ訓練を午後に実施
・震度６強の地震を想定
・発生地は各ＢＵ・会社で設定
（防災訓練は午前中に実施）

・事業部門 53対策本部 841名

（初回中心：08年度上期策定）

０
９
年
度

９月１日

ＡＭ・ＰＭ

■午前中にスタフの防災訓練、午後に
事業部門のＢＣＰ訓練を合同で実施

・震度６強の地震を想定
・発生地は各ＢＵ・会社で設定

・スタッフ 6対策本部 260名
・事業部門 195対策本部 3,007名

（約６割は初回：08年度下期策定）

計 3,267名
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ご参考 訓練関係ドキュメントサンプル
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内部監査＜体制＞ご参考

①ＢＵ（企画本部等）のＢＣＰ
①スタフ主管

関係会社トップのＢＣＰ

②関係会社Ｃ
のＢＣＰ

②事業部
のＢＣＰ

②事業本部Ａ
のＢＣＰ

②事業本部Ｂ
のＢＣＰ

②事業部
のＢＣＰ

③事業部
のＢＣＰ

②事業部
のＢＣＰ

⑤事業部
のＢＣＰ

②関係会社Ｄ
のＢＣＰ

④事業部
のＢＣＰ

内部監査の実施部門
・①のＢＣＰは、リスク・コンプライアンス統括部
・②のＢＣＰは、ＢＵの内部監査員
・③のＢＣＰは、事業本部Ｂの内部監査員
・④のＢＣＰは、関係会社Ｄの内部監査員
・⑤のＢＣＰは、スタフ主管関係会社の内部監査員

事業本部Ｂで
内部監査員選出

関係会社Ｄで
内部監査員選出※事業本部Ａと関係会社Ｃは

内部監査員未選出
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0Copyright© 2009 NEC  リスク・コンプライアンス統括部

ＮＥＣ ＢＣＭＳ内部監査
実施ガイド

（第１版）

ＮＥＣ ＢＣＭＳ内部監査
実施ガイド

（第１版）

２００９年８月５日

リスク・コンプライアンス統拢部

ＢＣＭ関係資料

NECｸﾞﾙｰﾌﾟ外秘配付先：ＮＥＣグループ内

【開示範囲】ＮＥＣグループ内

【用済後廃棄】

ＢＣＰ０００００－００３－１

ご参考 内部監査関係ドキュメント

Copyright© 2009 NEC  リスク・コンプライアンス統括部 1
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２．２ 内部監査規定
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３．１ 体制
３．２ 監査レベル
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３．広報活動

「ＮＥＣのＢＣＰの取組」
岩手宮城地震直後取材

2008.6.16

ワールドビシネスサテライト
（TV東京）

「ＮＥＣのＢＣＰ訓練」
2008.9.24

日経新聞朝刊 2009.3.4

日経コンピュータ 2009.3

「ＢＳ２５９９９－２認証取得」
2009.2.16

「授不式」 2009.4.9

ＢＣＡＯアワード２００８
「優秀実践賞」受賞

2009.4.21

【参考】
大賞
徳島県企業防災推進委員会

優秀実践賞
東京海上日動火災保険
日本電気
パナソニック

特別賞
静岡県産業部商工業局
㈱リケン

奨励賞
柏崎商工会議所



© NEC Corporation 2009Ｐage 25

Ⅱ．新型インフルエンザ想定のＢＣＰ
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１．策定の経緯
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策定の経緯

ＮＥＣ ＪＥＩＴＡ 政府・経団連

０７
下期

12月～3月
ｽﾀｯﾌで感染拡大防止策検討
・国内、海外（東南ｱｼﾞｱ・中華圏）

０８
年度

上期

4/15 事業戦略会議
(スタフの検討結果報告）

6/24 新型ＢＣＰＴＦ①
（以降毎月実施）

6/3 第一回検討会議
（以降６回）

8/26 「提言」発表

4/15 舛添厚生労働大臣発表
「ﾌﾟﾚﾊﾟﾝﾃﾞﾐｯｸﾜｸﾁﾝの事前接種」

8/- 医療従事者等にﾌﾟﾚﾜｸﾁﾝを接種
9/18 内閣官房

「ワクチン接種の進め方（案）」発表

０８
年度

下期

10/21 事業戦略会議
10/24 国内予備調査実施
1/ 5  海外現法調査実施

（ｱｼﾞｱ・中華圏）
1/27 新型ＢＣＰＴＦ⑧

・ＮＥＣ版ＢＣＰ案

1/27 「ＪＥＩＴＡ版ガイド」
検討開始
（以降６回）

11/28 内閣官房
「行動計画等改定（案）」発表
－パブコメ募集－

2/17 「行動計画等改定」確定
但し、ワクチン関係のガイドは除く

2/28 経団連ライフライン業界団体会議①

０９

年度
上期

4/27 新型ＢＣＰＴＦ⑫

5/11 ﾘｽｸｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会

5/13 事業戦略会議

6/1 ＮＥＣg共通ＢＣＰ完成

⇒個別ＢＣＰ策定（国内外）

4/23 情報政策委員会承認

5/11  検討会議

5/15「ＪＥＩＴＡ版ガイド」公表

4/2 経団連ライフライン業界団体会議②

4/6 厚労省：ﾌﾟﾚﾜｸﾁﾝ接種拡大は秋以降

5/15 経団連ライフライン業界団体会議③

（ＪＥＩＴＡ版カイド報告予定)

新型インフルエンザ発生 フェーズ４⇒５ （⇒６）
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政府の動向 －「行動計画と各種ガイドライン」の改定

●新型インフルエンザ対策行動計画（平成21年2月17日最終改定）

平成17年11月15日 概要

平成18年 5月29日 改定概要

平成19年 3月 2日 改定概要

平成19年10月26日 改定概要

平成21年 2月17日 改定概要 全体版

●新型インフルエンザ対策ガイドライン（平成21年2月17日策定）

平成21年 2月17日 概要 全体版

ただし、「ワクチン接種に関するガイドライン」は、「おって策定することとする」のまま

＊内閣官房ＨＰ http://www.cas.go.jp/jp/influenza/index.htm

http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ful/kettei/051115gaiyou.pdf
http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ful/kettei/060529gaiyou.pdf
http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ful/kettei/070302gaiyou.pdf
http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ful/kettei/071026gaiyou.pdf
http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ful/kettei/090217gaiyou.pdf
http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ful/kettei/090217keikaku.pdf
http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ful/guide/090217gaiyou.pdf
http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ful/guide/090217keikaku.pdf
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ＪＥＩＴＡ「提言」の概要＜抜粋＞ ２００８年８月２６日発表

第１章 社会機能維持者としての情報システムの位置づけに関する提言
⑥情報システム産業に携わる者 ［追加］
考え方：医療従事者および社会機能維持者の事業を維持するために必要な

情報システムの保守・運用等に携わる者（障害時対応および間接的
支援業務を含む）

第２章情報システム産業の新型インフルエンザ対策の基本的な考え方
(1)感染拡大防止を優先する。

①社会機能維持にかかわらない業務については、業務縮小あるいは停止を検討する。

②在宅勤務が可能な環境の整備、業務プロセスの見直しを実施する。

(2)社会機能維持事業は、最大限の安全配慮措置をとって、業務を継続する。
①（プレ）パンデミックワクチン（政府備蓄）・・・確実に接種されるよう申請

②抗インフルエンザ薬（タミフル、リレンザ）・・・各社診療所等で必要数確保

③マスク、消毒薬、体温計など防護備品 ・・・各社で備蓄

(3)情報システム産業は、業界で連携し、感染拡大防止と社会機能維持に努める。

第３章 政府への対応、環境整備についての要望
(2)情報システム産業における対象者の特定に向けての政府の支援

他の社会機能維持事業者（顧客）との調整、委託先/再委託先との調整、個人の特定
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ＪＥＩＴＡ 調整の進め方ガイド ［概要］ ２００９年５月１５日発表

協力会社
(Ａ社の再委託先）

協力会社
(Ａ社の再委託先）

協力会社
(Ａ社の再委託先）

お客様
調整文書

お客様
(委託元)

協力会社
調整文書

①
対応方針
連絡

②
事業継続
戦略確認

対お客様フェーズ 対協力会社フェーズ

協議

調整依頼文書を利
用してお客様に対応
方針を伝えるととも
に協議を申し込む

新型インフルエンザ
発生時におけるお
客様の事業継続の
考え方を確認する

①

お客様の委託業務に
関して新型インフルエ
ンザ発生時の基本方
針や施策についてBCP
要件として整理する

③
BCP要件の
整理

BCP要件

②③

④

④
協力要請

調整依頼文書を利
用して協力会社に
協力要請を伝えると
ともに協議を申し込
む

協議

⑤
BCP策定
依頼

所定のBCP要件を
充足させるために協
力会社担当業務に
関するBCP策定を
依頼する

⑤

文書化・見直しフェーズ

⑥
お客様対応
BCP策定

協力会社
担当業務

BCP

お客様
委託業務
対応のBCP

協力会社担当業務
BCPなどを取りまと
めて、BCP要件を充
足するお客様委託
業務対応のBCPを
策定する

⑦
継続的改善

テストや訓練、その
後の状況変化など
を踏まえて逐次内容
について見直し、実
効性を高める

⑥

ガイド利用企業
（自社：A社）

⑦

図 進め方イメージ

協力会社
（Ａ社の委託先）

まず
お客様と

次に
協力会社と

整合させる

「新型インフルエンザ対策における情報システム関連企業連携の進め方ガイド」（JEITA/JISA連名 2009年5月15日付）より
（URL： http://www.jisa.or.jp/pressrelease/20090518.html）
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0.7%

27.3%

17.2%

13.2%

46.0%

12.1%

14.1%

18.1%

11.9%

13.9%

0.9%

7.3%

13.2%

21.4%

22.5%

51.8%

67.2%

79.3%

81.9%

83.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

対策に未着手・実施の予定なし

発生時対応訓練の実施

自治体関係者との情報交換・対策の確認

抗インフルエンザウイルス薬の備蓄

継続業務の絞込み・業務継続体制の整備

海外駐在員、海外出張者を対象とした新型インフルエンザ対策の策定

新型インフルエンザ対策の検討委員会・危機管理組織等の整備

職場における感染予防・感染拡大防止策の策定

新型インフルエンザ関連の情報収集・連絡体制の整備

マスクや手袋など衛生用品、食料の備蓄

実施中（計画済）

今後の取組課題

日本経団連「新型インフルエンザ対策に関する企業アンケート調査結果」①

①新型インフルエンザ対策の内容［実施中（計画済）／今後の取組］

■約８割の企業で基本的な感染拡大防止対策は実施中（計画済）
■「継続業務の絞込・業務継続体制整備」、「訓練」等、事業継続計画は今後の取組課題

調査期間：2009年6月～7月10日
調査対象：日本経団連会員企業および東京経営者協会会員企業（計2,025社中454社回答：有効22.4%）

詳細は「http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2009/070.html」

感染拡大
防止対策

事業継続計画

ご参考
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②新型インフルエンザ流行時のＢＣＰ策定予定時期

日本経団連「新型インフルエンザ対策に関する企業アンケート調査結果」②

26.8%

26.9%

28.4%

35.6%

37.8%

62.1%

66.7%

19.7%

7.7%

20.7%

22.2%

10.8%

17.2%

22.2%

32 .1% 19 .0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

サービス業

建設業

製造業

全体

卸売・小売・飲食店

運輸・通信

金融・保険業

電気・ガス・熱供給・水道業

09年6月完了 09年9月末 09年度内 10年度以降 予定なし

■企業全体では、６月末での策定済は約３割。９月末までには約５割が策定予定
■業界別では「ライフライン業界」、「金融業界」の取組が早い（６割以上が６月に完了）

ご参考
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２．ＮＥＣグループの新型インフルエンザＢＣＰ

『ＮＥＣグループ「新型インフルエンザを想定した事業継続計画書」＜第１版＞』

・帳票①【○○事業部】新型インフルエンザ（強毒性）流行時の事業継続計画書

・帳票②【○○業務】業務遂行計画書

・別紙①＜お客様への調整依頼文書サンプル＞

・別紙②＜協力会社への調整依頼文書サンプル＞

【ＮＥＣイントラネット内ＨＰに掲載】
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ビジネス
影響度分析

（ＢＩＡ）

ビジネス
影響度分析

（ＢＩＡ） リスク
対策
の実施

リスク
対策
の実施

事業継続計画
（ＢＣＰ）策定
・業務復旧計画
・リスク対策

事業継続計画
（ＢＣＰ）策定
・業務復旧計画
・リスク対策

計画の
更新
及び
対策の
見直し

計画の
更新
及び
対策の
見直し

対象事業
の選定
推進体制
の構築

対象事業
の選定
推進体制
の構築

基
本
方
針
設
定

基
本
方
針
設
定

訓練
の実施
訓練
の実施

事
業
継
続
戦
略
検
討

事
業
継
続
戦
略
検
討

予算編成時に予算化

／
内
部
監
査

部
門
レ
ビ
ュ
ー

／
内
部
監
査

部
門
レ
ビ
ュ
ー

【ＢＣＰ策定プロセス全体像】

ビジネス影響度分析（ＢＩＡ）

現状のﾘｿｰｽ分析

・対象事業概要
・業務プロセス

の可視化
（業務ﾌﾛｰ図）

拠
点
別
リ
ス
ク

ア
セ
ス
メ
ン
ト

業務別分析（前半） （後半）
＜リスクによらない分析＞ ＜被災想定投入後分析＞

Ｂ
Ｉ
Ａ
報
告
書
の

ま
と
め
と
承
認

重要業務の特定
①事業影響度評価
②目標復旧時間/
ﾚﾍﾞﾟﾙ（RTO/RLO）
の決定

脆弱性課題の抽出
①ﾘｿｰｽ別影響度評価
②被災想定復旧時間/
ﾚﾍﾞﾙと目標(RTO/RLO)の
ｷﾞｬｯﾌﾟ分析

被
災
想
定
シ
ナ
リ
オ
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策定するＢＣＰの想定リスク

豚インフル⇒新型
［Ｈ１Ｎ１］

鳥インフル⇒新型
［Ｈ５Ｎ１］

季節性インフル
［Ａソ連／香港型、Ｂ型］

感染力
強い

［人類は免疫を持たない］
強い ［人類は免疫を持たない］

25％（3200万人）が罹患
風邪より強い

（ほとんどの人は免疫を持つ）

毒性
「弱毒性」

－季節性インフルと同様－
＊強毒性への変異可能性

未定
（発生後に確定）

「強毒性」の可能性が高い

38℃以上の発熱、呼吸器症状、
頭痛、関節痛、全身倦怠感等

死亡者数 （低い？）

中程度 重度 毎年500～1000万人程度が罹り
6000～１万人程度死亡
＊ 死亡率0.1%以下

死亡率 0.53％
⇒１７万人

死亡率 ２％
⇒６４万人

欠勤率 ？
最大40％程度

（家族の介護・看護も含む）
（免疫を持っているため事業に重
大な影響がでるほどのことはない）

ワクチン （製造開始）
Ｈ５Ｎ１株のプレワクチンを備蓄、

社会機能維持者に接種
有

抗インフルエンザ
ウイルス薬

タミフル、リレンザ
ともに有効

タミフル、リレンザを備蓄 タミフル、リレンザを使用

＜各種報道より＞ ＜・・・・ 日本政府の行動計画等より ・・・・・＞

強毒性に変異
の可能性 強毒性

「強毒性」の新型インフルエンザを想定したＢＣＰを策定する
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従来型ＢＣＰとの相違点① 被災想定シナリオ

建物建物

設備設備

人人

通信通信社
会
イ
ン
フ
ラ

社
会
イ
ン
フ
ラ

電気電気

水道水道

ガスガス

被
災
被
災

罹
患
罹
患

各業務のオペレーター各業務のオペレーター
の罹患により、の罹患により、
広い範囲で広い範囲で
事業継続事業継続
できなくなるできなくなる

非被災地域非被災地域 被災地域被災地域

影
響
な
し

影
響
な
し

グローバルに、同時発生グローバルに、同時発生

事業リソース事業リソース

自然災害（地震など） 新型インフルエンザ

自然災害（地震など） 新型インフルエンザ

被害対象 モノ ヒト （ただし影響は広範囲）

被災地域 局地限定的 全国、全世界

回復過程 被災直後がピーク、その後、徐々に回復 発生後徐々に拡大

応援 非被災地からの応援が可能 他地域からの応援は期待できない
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社会機能維持業務：お客様のＢＣＰに基づく目標サービスレベルを可能な限り維持

その他の事業

操
業
度

←勤務場所閉鎖→

従来型ＢＣＰとの相違点② ＢＣＰ策定の考え方

自然災害（地震など） 新型インフルエンザ

現状の復旧曲線

目標復旧曲線

目標復旧時間
ＲＴＯ

操
業
度

時間

100%
発災

目標復旧
レベル
ＲＬＯ

現状の予想復旧時間
ＲＴ

い
か
に
し
て

ギ
ャ
ップ
を

埋
め
る
か

■重要業務の絞込み

■目標復旧時間（ＲＴＯ）を設定

■ＲＴＯとＲＴのギャップ分析

⇒ギャップを埋めるための事前対策、
復旧計画を策定

■重要業務の絞り込み

■発生段階ごとに目標レベル（ＲＬＯ）を設定

■ＲＬＯと被災操業レベルとのギャップ分析

⇒ギャップを埋めるための業務遂行方法
を計画

いかにして
ギャップを
埋めるか
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「ＮＥＣグループ共通ＢＣＰ（５月末完成）」の概要

■個別ＢＣＰ
帳票① 【○○事業部】新型インフルエンザ（強毒性）流行時の事業継続計画書
帳票② 【○○業務】業務遂行計画書

第Ⅰ部 新型インフルエンザ発生時の被災想定シナリオ
– 日本政府の発表資料に基づき記載

• 被害の程度、流行の期間、政府の発生段階別対応、薬剤の備蓄等

第Ⅱ部 基本的な行動計画
– 日本政府の方針等に基づくＮＥＣグループ共通の基本的な行動計画を記載

• 基本方針

• 危機管理体制

• 感染拡大防止のための対策

– 発生段階別の対応など

• 情報収集・周知方法、広報活動

第Ⅲ部 事業継続計画の策定
– 事業継続対象事業の特定、重要度の決定 →帳票①に記入

– 各重要業務について、目標操業度・業務継続要件の検討・決定 →帳票②に記入

– 社会機能維持事業のお客様との調整方法

［海外現法］

各国政府の
対応を記載

各国政府の
対応に基づく
各社の対応
を記載

全部門で
個々に策定
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「ＮＥＣグループの対応の基本方針」に基づく重要業務の絞込み

１．従業員の生命の安全の確保
・感染拡大防止行動（手洗い、咳エチケット）の啓発

・新型インフルエンザの感染拡大状況によっては自宅待機等の措置

・在宅勤務制度の活用 等

２．社会機能維持関連事業は、原則として業務を継続する
・医療従事者および社会機能維持者（注）の事業を維持するために必要な情報システム

の保守・運用等に携わる者（障害時対応および間接的支援業務を含む）。

（注）社会機能維持の対象となる業種・職種については、厚労省発表「新型インフルエ

ンザワクチン接種の進め方について（第１次案）」（平成２０年９月１８日）の中で、

カテゴリーⅠⅡⅢとして示されている。

３．その他の事業は、「縮小／停止」を検討する
・新型インフルエンザの感染拡大阻止のため政府から要請等があるときは可能な範囲で

業務の縮小／停止を積極的に検討する

＊企業存続の観点から可能な限り停止させない事業（業務）

1)経営基盤維持機能

対策本部、社内情報インフラ、事業場機能維持、安全衛生、財務、資材など

2)感染拡大を抑制しつつ対応可能な事業（業務）

在宅勤務などにより対応が可能な業務

事業継続対象事業事業継続対象事業
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社会機能維持の職種・業種 2008年9月18日公表

（注）すべてにおいて、対象となる業種・職種の機能を維持するために必要な運送事業、警備業、情報システム関連
事業等に従事する者を含む。

Ⅰ

感染拡大防 止・被害
の最 小化に資する
業種・職種

発生時、直ちに感染拡大防止に従事する医
療機関や水際対策に関わる者、在外邦人の
帰国を含む国際輸送に関わる者。
※感染リスクが高く、早期に接種する必要。

感染症指定医療機関、保健所、救急隊員・消防職員
（救急業務等に関わる者）、検疫所・入国管理局・税
関、在外公館職員、自衛隊・海上保安官・警察職員
（新型インフルエンザ対策に従事する者）、停留施設
（宿泊施設）、国際航空、空港管理、外航海運

新型インフル エンザ
対策に 関する意思決
定に携わる者

危機管理を含め、状況の変化に応じた適切な
新型インフルエンザ対策を講じるための意思
決定に携わる者。

首相・閣僚等、国・地方自治体の新型インフルエンザ
対策の意思決定に関わる者等

国民の生命・ 健康の
維持に 関わる業種・
職種

患者・障害者等のため、医療・介護サービス
を確保。
※ 感染拡大につれ、感染症指定医療機関以
外の医療機関も患者を受け入れるようになる
ため、その従事者は感染リスクが高い。

感染症指定病院等以外の医療従事者、福祉・介護従 事
者、医薬品・医療機器製造販売

国民の安全・ 安心に
関わる 業種・職種

国民の不安の増大や治安の悪化が懸念され
るため、国・自治体の基本的機能に加え、治
安維持や報道機関の機能を維持。

国会議員・地方議会議員、警察職員、報道機関、通信事
業、法曹関係者、矯正職員等

Ⅲ

ライフライン維 持に
関わる業 種・職種

２か月にも及ぶ流行の波の期間中、国民の最
低限の生活を維持するため、公共サービスを
始めとしたライフラインの維持に関わる事業
者等の機能を維持。

電気・原子力・ガス・石油、熱供給事業、水道関連事
業、郵便、航空、空港、水運、鉄道、道路旅客・貨物運
送、道路管理、倉庫、運輸附帯サービス、食料品・生
活必需品の製造・販売・流通、金融、情報システム、
火葬・埋葬、廃棄物処理、国家・地方公務員（最低限
の生活維持に不可欠な事務事業に携わる者）

Ⅱ

カテゴリー 考え方 業種・職種

「新型インフルエンザワクチン接種の進め方について（第１次案）」 （2008年9月18日付）より
（ＵＲＬ：http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ful/dai21/siryou2.pdf）

ご参考
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発生段階

第一段階 第二段階 第三段階 第四段階

海外発生期
国内発生
早期

感染
拡大期

まん延期 回復期 小康期

欠勤率のイメージ ― 数％ ～２５％ ４０％ ～２５％ 数％

重要度Ａ
（常に継続が求めら
れる業務）

通常レベル
で継続

通常レベル
で継続

通常レベル
で継続

通常レベル
で継続
（社会状況に
より縮小）

通常レベル
で継続

通常レベル
で継続

重要度Ｂ
（短期間であれば縮
小・中断できる業務）

通常レベル
で継続

通常レベル
で継続

社会状況に
より縮小・中
断

社会状況に
より縮小・中
断

社会状況に
より縮小・中
断

通常レベル
で継続

重要度Ｃ
（それ以外の業務）

通常レベル
で継続

社会状況に
より縮小・中
断

社会状況に
より縮小・中
断

原則として中
断

社会状況に
より縮小・中
断

社会状況に
より縮小・中
断

ただし、社会機能維持業務のお客様からの受託業務についての目標操業度は、お客様の事業継続計画
に基づき決定することになる。
お客様との調整方法はＪＥＩＴＡガイド（２００９．５．１５）による。

事業部別個別ＢＣＰ［対応の基本パターン］帳票① １／２
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重要度
社会機
能（○）

部門 業務内容 人数

事業部別個別ＢＣＰ［重要業務の絞込み］帳票① ２／２
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各重要業務の業務遂行計画の策定

１．基本情報
・重要業務の範囲を明確にする。
・勤務場所、遂行部門を記入する。

２．平時の遂行体制
・平常時の個別業務の内容、要員の
会社名、人数を明らかにする

３（１）基本方針
・個別業務別に「縮小・停止」を検討し、
「目標操業/ｻｰﾋﾞｽﾚﾍﾞﾙ」を決定する。
例：Ａ業務は、１００％維持
Ｂ業務は５０％（対面業務は停止）
Ｃ業務は完全停止

３（２）具体施策
・「目標操業/ｻｰﾋﾞｽﾚﾍﾞﾙ」達成のため
の業務の遂行方法を決定する。
例：Ａ＝ｽﾌﾟﾘｯﾄｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ

Ｂ＝遠隔保守／在宅勤務
Ｃ＝自宅待機／他業務の支援

・マスク着用など基本的な感染拡大抑制施策
・発熱時のための医療機関の確認など

帳票②
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ＮＥＣグループ全部門（国内・海外）への策定通知

☆想定シナリオ ：

以下の「強毒性」の新型インフルエンザ発生に伴う、要員の欠勤
（最大40％：１４日～２ケ月）により、事業継続に多大な影響がでる。

①ヒトヒト感染に変異した新型インフルエンザ［Ｈ５Ｎ１］
②強毒性に変異した新型インフルエンザＡ［Ｈ１Ｎ１］
（注）今回発生した豚由来の新型インフルエンザＡ［Ｈ１Ｎ１］は、「弱毒性」

■新型ＢＣＰの策定

「ＮＥＣグループ共通ＢＣＰ」 ・・・・・・・・・ ５月末完成

↓

各部門における「個別ＢＣＰ」策定

・国内・海外

６月初通知
→７月末提出
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データセンター等で考えられる対応策

方法 目的 概要

１ サーモグラ
フィー

ＤＣ内にウイルス感染者を入館させない 建物の入り口に設置し、発熱者の

入館を未然に防ぐ

２ 空気清浄機 ＤＣ内に入り込んだウイルスを除去する 空気中に浮遊するウイルスを除去する

３ マスク 感染者がウイルスを発散させない

非感染者がウイルスを体内に入れない

就業中のマスク着用を義務付ける

訪問者にマスク着用を要請／支給する

４ 消毒液 ＤＣ内にウイルスを持ち込まない 建物／各フロアの入り口に設置し、張り紙等に
より入場時に消毒を促す

５ 検温/管理 ＤＣ内にウイルス感染者を入館させない 本人（および同居家族）に毎朝の検温を義務付
け、発熱者に出勤させない

６ 来客者アン
ケート

ＤＣ内にウイルス感染者を入館させない 発熱等ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ症状、感染疑い者との濃厚
接触および感染国への渡航歴の有無を確認

７ テレビ会議

/WEB会議

対面による感染リスクを軽減する 電話・メールで対応できない業務については、顧
客や社内関係者との連絡用の設備を導入する

８ スプリットオ
ペレーション

チーム全体に感染が及ぶことを防ぐ チームを複数に分け、一定期間ずつ「勤務」と
「自宅待機」を交互に行う

９ 在宅勤務 通勤による感染を防ぐ 自宅での対応が可能な業務について、シンクラ
イアント端末など必要なＩＴ環境を整備する

ご参考



© NEC Corporation 2009Ｐage 46

３．懸念される第３のシナリオ
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世界での［Ｈ１Ｎ１］感染拡大状況

［アフリカ地域］
症例数 13,297 
死亡例 75 

ＷＨＯ発表の症例・死亡数（累計）

2009年10月18日（ＷＨＯのＨＰより）

［アメリカ地域］
症例数 160,129
死亡例 3,539

［東地中海地域］
症例数 14,739 
死亡例 96 

［ﾖｰﾛｯﾊﾟ地域］
症例数 63千以上
死亡例 尐なくとも261 

［東南ｱｼﾞｱ地域］
症例数 41,513 
死亡例 573 

［西太平洋地域 ］
症例数 122,267
死亡例 455 

【世界計】
症例数 41万以上
死亡例 尐なくとも4,999 （人）

■感染者数は、正確には把握丌能。世界の死亡者の７１％は南北アメリカ
■南北アメリカは、平均してスペインインフルエンザ並（2.0%以上）の高死亡率
■米国、英国、ドイツ、中国などもワクチン接種を開始
■10/24米国「国家非常事態」宣言
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日本での［Ｈ１Ｎ１］感染拡大状況

国立感染症研究所 インフルエンザ流行レベルマップ
2009年 第42週 （10月12日～10月18日）

◆［９月２８日～１０月４日］

・１週間の患者数の推計約３３万人

・定点当たり報告数は６．４

昨冬の季節性インフルエンザに当てはめると、

患者数が６を超えた４週間後が流行のピークに

なっており、今回は１１月にピークを迎える可能

性がある。

◆［１０月１２日～１０月１８日］

・１週間の患者数の推計約８３万人

・定点当たり報告数は１７．６５

☆警報レベル(30人／１医療機関)超

北海道（57.93）、愛知（31.78） の２道県

☆注意報レベル（10人／１医療機関）超

上記２道県のほか、

東京(22.2)、大阪(23.3)、福岡(29.1)

など計２２都道府県
https://hasseidoko.mhlw.go.jp/Hasseidoko/Levelmap/flu/2009_2010/trend.html
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新型インフルエンザＡ［Ｈ１Ｎ１］

＜週別インフルエンザウイルス分離・検出報告数 （2009年10月16日）＞

２００９年

２００８年

日本での季節性／新型［Ｈ１Ｎ１］インフルエンザ合計の感染者数

５月 ６月

夏

冬

２００８年

２００７年

秋

冬

秋

国立感染症研究所 感染症情報センター 「IASR 感染症速報データベース 」 より
https://hasseidoko.mhlw.go.jp/Byogentai/Pdf/data2j.pdf

■２００９年秋以降は、従来の季節性インフルエンザと新型インフルエンザＡ［Ｈ１Ｎ１］が、

同時に、渾然一体となって流行する懸念がある

夏
秋

９月



© NEC Corporation 2009Ｐage 50

事業中断をもたらす可能性のある「第３のシナリオ」

いずれにしても、「高欠勤率」による事業中断リスクへの備えとして、新型インフルエンザ想定の
個別ＢＣＰを完成させておく必要がある。
その上で、第３のシナリオに対しても基本的な感染拡大防止策の徹底に加えて、個別ＢＣＰで絞
り込んだ重要業務についてはチームメンバー内で代替要員/方法を決めておくなどの準備が必要。

［（参考）危機管理の基本原則］最悪の状態を想定して計画を策定し、状況に応じて適宜選択して実行する。

［第１のシナリオ］

Ｈ５Ｎ１強毒
鳥ヒト⇒ヒトヒト

人命危機

高欠勤率

発生確率 （？）

中断リスク

［第２のシナリオ］

Ｈ１Ｎ１
弱毒⇒強毒

人命危機

高欠勤率

発生確率 （？）

中断リスク

［第３のシナリオ］

Ｈ１Ｎ１
弱毒のまま

高欠勤率

Ａソ連/香港型と渾然一体

濃厚接触者含め
自宅待機（７日間）
（保健所の対応方針変更？)

発生確率 （高？）

中断リスク
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Ⅲ．今後の活動
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今後の活動＝「事業継続マネジメント（ＢＣＭ）」

ＢＣＭの組織文化への導入

英国規格ＢＳ２５９９９－２で謳われている最終目標は、

ＮＥＣグループは、今後もＢＣＭの組織への導入、定着を

目指して取り組んでいきます。

「事業継続」は、品質、原価低減と並ぶ「経営の重要課題」と認識

2007年10月30日
BS25999-2発行記念イベント

BSIジャパン殿講演資料より




